
  

 

 

 野々市市自殺対策計画（案） 

～いのち支える野々市市～ 

（2019 年度～2023 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年２月 

野々市市 

 

 



 
 

目 次 

 

第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 計画の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

３ 計画の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

第２章 自殺の現状と課題 

１ 自殺の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（１）自殺者数の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（２）自殺死亡率の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

（３）年代別の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（４）原因・動機別の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

２ 現状からみた課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

第３章 施策の基本的な視点と計画の数値目標 

１ 施策の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

２ 施策の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

３ 数値目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

 

第４章 施策の推進方策 

１ 計画の推進体制と取組内容・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

（１）計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

（２）施策と取組内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

   基本施策１ 地域におけるネットワークの強化・・・・・・・１８ 

   基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成・・・・・・・・・２２ 

   基本施策３ 住民への啓発と周知・・・・・・・・・・・・・２３ 

   基本施策４ 生きることの促進要因への支援・・・・・・・・２５ 

   基本施策５ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する支援・・・・２７ 

（３）施策と目標値一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

 

 

 

 

 

 



‐1‐ 
 

第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の自殺者数は、平成 10 年に３万人を超え、平成 15 年には過去最多

となる３万４千人余りまで増加しました。その後は減少傾向にありますが依

然として高い水準で推移しています（図１）。 

国においては、平成 18 年に自殺対策基本法が制定され、平成 19 年には、

自殺対策の指針として自殺総合対策大綱が閣議決定されました。自殺総合対

策大綱は、平成 24 年に見直され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」

の実現を目標とし、地域レベルの実践的な取組みを中心とする自殺対策へ転

換していくこととなりました。その後、平成 28 年に自殺対策基本法が改正さ

れ、国、地方公共団体、事業主、国民のそれぞれの責務が定められました。  

市町村においては、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地

域の実情を勘案し、自殺対策計画を策定することとされました。 

平成 29 年には「自殺総合対策大綱」が見直され（図２）、基本理念におい

て、自殺対策は社会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きるこ

との促進要因」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる

方向で推進するものとすることが掲げられています。 

本市においても、自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱に基づき取組みを

行ってきたところです。今回、自殺に関する現状や課題分析を行い、新たに

自殺対策計画を策定しました。 

今後は、本計画に基づき、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を目

指して計画的に取組みを推進していきます。 
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図１ 自殺者数の推移（国全体） 

 

 

 

図２ 自殺総合対策大綱の概要 
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２ 計画の位置づけ 

  本計画は、自殺対策基本法第 13 条第 2 項の規定に基づく、「市町村自殺対策

計画」です。そのため、国や県の方針を踏まえて施策を展開するものとし、国

の「自殺総合対策大綱」、県の「石川県自殺対策計画」との整合性を図ります。 

また、本計画は、本市の最上位計画である「野々市市第一次総合計画」との

整合性を図り「地域福祉計画」「高齢者福祉計画」「障害者基本計画」「健康増

進計画」等の関連する個別計画と連携し、効率的かつ効果的に施策を推進しま

す（図３）。 

 

 

図３ 計画の位置づけ 
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３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、平成 31（2019）年度から平成 35（2023）年度までの５

年間とします（図４）。 

ただし、社会情勢の変化などにより、計画内容の変更が必要になった場合は、

計画期間中であっても適宜、見直しを行います。 

 

 

図４ 計画の期間 
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第２章 自殺の現状と課題 

 

１ 自殺の現状 

（１）自殺者数の推移 

本市の自殺者数は、平成 21（2009）年に 14 人まで増加し、平成 22（2010）

年以降は減少の後、横ばいで推移し、平成 29（2017）年には３人となってい

ます（表１、図５）。 

性別の自殺者数では、女性よりも男性が多く、男性の自殺者数が全体の約

７割を占めています。 

 

 

 表１ 自殺者数・男女別の推移（野々市市） 

                                 （人） 

 

                           資料：人口動態統計 

 

 

図５ 自殺者数・男女別の推移 
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（２）自殺死亡率の推移 

全国及び県との自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数）の比較では、

平成 18（2006）年や平成 21（2009）年では、全国及び県を上回る年もありま

したが、平成 22（2010）年以降は全国及び県より低い値で推移しています（表

２、図６）。 

 

 

表２ 自殺死亡率（人口 10 万対）の推移（全国、石川県、野々市市） 

 

資料：人口動態統計 

 

 

図６ 自殺死亡率の推移（全国、石川県、野々市市） 
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（３）年代別の状況 

  ア 年代別の割合 

平成 21～29（2009～2017）年の自殺者数の年代別の割合をみると、60

歳代が 25.6%で最も多く、次いで 50 歳代 19.2％、40 歳代 16.7％の順で

多い状況です（表３、図７）。 

 

 

表３ 年代別の割合（平成 21～29 年計）野々市市 

          

 

 

図７ 年代別の割合（平成 21～29 年） 
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イ 年代別自殺死亡率の比較 

年代別の自殺死亡率（3 年移動平均）を平成 22（2010）年（平成 21～23

年）と平成 28（2016）年（平成 27～29 年）で比較してみると、多くの年代

では減少傾向となっていますが、19 歳以下については増加傾向にあります

（図８）。 

 

図８ 年代別自殺死亡率（3年移動平均）の比較（野々市市） 

 

 

 

ウ 年代別・男女別の状況 

   男性は 60 歳代 24.1％、40 歳代 22.2％、50 歳代 20.4％の順で多く、女性 

は 60 歳代 29.2％をピークとして一番多い状況にあります（表４）。 
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エ 60 歳以上の高齢者の状況 

   60 歳以上の状況をみると、同居の有無では同居ありの割合が男女共、高 

い傾向にあります。その中でも 60 歳代は、男女共、全国の割合よりも高い 

状況にあります（表５）。 

   同居なしの中でも、女性の 80 歳以上 9.1％であり、全国の 3.5％よりも 

高い状況にあります。 

 

 

表５ 60 歳以上の高齢者の状況（平成 25～29 年計） 
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80歳以上 0 9.1 7.4 3.5
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資料：地域自殺実態プロファイル（2018） 
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資料：警察庁統計 

 

（４）原因・動機別の状況 

ア 原因・動機別の推移 

平成 21～29（2009～2017）年の原因・動機別について、「不詳」34 人

（38.6％）を除いて、特定できたものをみると「健康問題」が24人（27.3％）

と全体の約３割を占め、次いで 「家庭問題」が 11 人（12.5％）となっ

ています（表６、図９）。 

 

 

＊原因・動機は 3 つまで選択可能。「計」欄は実人数 

 

図９ 自殺者の原因・動機別割合（野々市市） 
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表６ 原因・動機別自殺者数の推移（野々市市） 
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イ 原因・動機別の３年累計の推移 

３年累計の平成 21～23（2009～2011）年と平成 27～29（2015～2017）年

で比較してみると、全体的に減少していますが、「家庭問題」についてはあ

まり減少していない状況です（図 10）。 

 

 

図 10 自殺者の原因・動機別３年累計の推移（野々市市） 
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ウ 年代別の原因・動機別の状況 

   石川県における年代別・動機別順位の状況を参考にすると、多くの年代

において、健康問題が 1 位となっていますが、10 歳代は学校問題であり、

40 歳代では経済・生活問題が上位を占めています（表７）。 

 

表７ 石川県の年代別の原因・動機別順位（石川県 平成 21～28 年） 

 

 

エ 勤務・経営関係の自殺の状況 

   有職者の自殺者の内訳をみると、自営業や家族従業者の 13.3％と比べて、

被雇用者や勤め人の 86.7％の方が高い状況にあり、全国の被雇用者や勤め

人の 79.7％よりも高い状況にあります（表８）。 

 

 

表８ 有職者の内訳（平成 25～29 年計） 

    

 

 

年代 第1位 第2位 第3位

10歳代 学校問題（34.1％） 健康問題（20.5％） 家庭問題（15.9％）

20歳代 健康問題（25.7％） 勤務問題（17.0％） 経済・生活問題（12.1％）

30歳代 健康問題（34.2％） 経済・生活問題（17.3％） 勤務問題（13.4％）

40歳代 経済・生活問題（29.7％） 健康問題（28.4％） 勤務問題（16.9％）

50歳代 健康問題（39.0％） 経済・生活問題（34.0％） 家庭問題（11.7％） 勤務問題

60歳代 健康問題（41.6％） 経済・生活問題（24.4％） 家庭問題（14.0％）

70歳以上 健康問題（51.2％） 家庭問題（11.6％） 経済・生活問題（5.3％）

＊「その他」及び「不詳」を除いた順位    資料:厚生労働省自殺統計原票特別集計

（％）

職業 野々市市 全国

自営業・家族従業者 13.3 20.3

被雇用者・勤め人 86.7 79.7

＊性・年齢・同居の有無の不詳を除く

資料：地域自殺実態プロファイル（2018） 
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２ 現状からみた課題 

（１） 40 歳代から 60 歳代の中高年の自殺者数は減少傾向にありますが、依然

高い水準となっています。石川県の集計によると、その年代の自殺原因・

動機としては「経済・生活問題」、「健康問題」の割合が高くなっていま

す。有職者では、被雇用者・勤め人の割合が高い状況にあります。 

失業者や多重債務者等に対する相談・支援の充実の強化に加えて、近

年は、過労死や過労自殺を防止するための、長時間労働の抑制や職場に

おけるメンタルヘルス対策の更なる推進などの働き方に関する点も課題

となっています。 

（２） 原因・動機別の要因については「健康問題」、「家庭問題」の順で割合

が高くなっています。３年累計の推移では「家庭問題」を原因とした自

殺があまり減少していない状況にあります。 

    自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要

因が連鎖する中で起きています（図 11）。なおかつ、自殺要因の多くが不

詳である現状から、一般的には自殺の原因となり得ないと考えがちな、

生活課題についても排除することなく、社会の様々な取り組みが、広く

自殺対策に寄与するとの理解が必要です。日々の生活の中での困り事が

気軽に相談できるよう、地域で相談を受けることができる人材を増やし

ていく人材育成対策の更なる推進が課題となっています。 

（３） 10 歳代の自殺者数は全体の中では少数ですが、子どもの自殺予防や子

ども・若者の心の健康づくりの推進など若年層の自殺対策の更なる推進

が課題となっています。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

図 11  

自殺要因の関連図を掲載予定 
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第３章 施策の基本的な視点と計画の数値目標 

 

１ 施策の目標 

国の自殺総合対策大綱では、基本理念において、自殺対策は社会における「生

きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことを通じ

て、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で推進することが掲げられ、「誰も

自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目標としています。 

 本計画においても、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を基本

目標とし、体系的に施策を展開していきます。 

 

２ 施策の構成 

 本市の自殺対策の施策体系は、国が定めた「地域自殺対策政策」に沿って、

全ての市町村が共通して取組むべきとされている５つの施策を基本とし、その

中に本市の自殺実態の地域特性に応じた最適の施策群（重点施策）である「中

高年者」「生活困窮者」「就労支援」対策を取り入れた構成とします（図 12）。 

 

 

図 12 施策の構成 

 

 

 

 

 

基本施策

地域におけるネットワークの強化

自殺対策を支える人材の育成

住民への啓発と周知

生きることへの促進要因への支援

児童・生徒のＳＯＳの出し方に関する支援

・中高年者

・生活困窮者

・就労支援

重点施策

対策
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３ 数値目標 

 国の自殺総合対策大綱では平成38（2026）年までに自殺死亡率を平成27（2015）

年比で 30％以上減少させることを目標としています。また、石川県自殺対策計

画でも同様の目標としています。本市では、国及び県の目標を踏まえ、以下の

とおり数値目標を設定します。 

なお、目標値について、本市の人口規模から鑑みて単年の数値目標とするよ

りも複数年単位とした方が、より実態を反映させることができると考えられま

す。そのため、平成 36（2024）年から平成 38（2026）年までの平均値を最終目

標とし、本計画の期間中である平成 32（2020）年から平成 34（2022）年までの

平均値を中間目標として設定します（表９）。 

 

 

表９ 数値目標 

 
2015 年（現状） 

2020 年～2022 年

平均（中間目標） 

2024 年～2026 年

平均（最終目標） 

自殺死亡率 

（人口 10 万対） 
16.1 13.6 以下 11.2 以下 

自殺者数※ ９人 ７人以下 ６人以下 

＊自殺者数の目標値については、自殺死亡率の目標を達成するために必要な値（参考値）

として掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
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第４章 施策の推進方策 

 

１ 計画の推進体制と取組内容 

（１）計画の推進体制 

計画の進行管理は、計画を立て（Plan）、実行し（Do）、その進捗状況を定

期的に把握し評価したうえで（Check）、その後の取組みを改善する（Act）の、

PDCA サイクルを推進します。 

野々市市自殺対策協議会において評価指標の達成状況を毎年評価し、市で

実施する主な取組みの評価の結果と合わせて、翌年度の主な取組みの内容を

改善します。 

また、計画期間の最終年度には計画全体の達成状況を評価し次期計画に反

映します（表 10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計画の達成状況の評価 評価指標の達成状況の評価 主な取組みの評価 

目的 
計画全体の達成状況を
評価し次期計画に反映
する 

評価指標の達成状況
を評価し主な取組み
の改善につなげる 

主な取組みの内容を
評価・改善する 

評価主体 野々市市自殺対策協議会 市 

時期 
５年後 

（計画の見直しに合わ
せて） 

毎 年 

評価の 
レベル 

計画全体 評価指標 主な取組み 

表 10 推進体制 
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（２）施策と取組内容 

   

基本目標      基本施策           主な取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

★ 関係機関との連携推進 

・自殺対策協議会や庁内連絡会の開催など 

１．地域におけるネットワー

クの強化 

★ ゲートキーパー養成 

・市民カウンセラー連続講座 

・相談関係者へのゲートキーパー養成講座 

２．自殺対策を支える人材の

育成 

３．住民への啓発と周知 
★ 自殺や心の健康に関する知識の啓発 

・街頭キャンペーン 

・図書館で命の大切さを伝える本の紹介など 

★  居場所・生きがいづくり 

・地域サロンの支援など 

 

４．生きることの促進要因

への支援  

★  児童生徒への支援 

・相談窓口の周知 

・児童生徒のＳＯＳミニレター普及など 

５．児童生徒のＳＯＳの出し

方に関する支援 

誰

も

自

殺

に

追

い

込

ま

れ

る

こ

と

の

な

い

社

会

の

実

現 
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〔主な取組み〕 

◎ ネットワークの強化 

ア 自殺対策協議会の開催（福祉総務課）年１回 

保健、医療、教育、福祉、労働、警察等の関係機関で構成される協議

会で自殺対策に関する情報を共有し、連携、協力して総合的な取組みを

推進します。 

 

イ 自殺対策庁内連絡会の開催（福祉総務課）年１回 

庁内各関係部署が集まり、本計画の課題の検討や情報共有を行い、「生

きることの包括的な支援」を推進します。 

また、生活の困りごとを抱える人やその家族の相談がある場合は必要

に応じて、各課と連携してケース検討会を実施し、支援の方向性につい

て検討が行われるように協力体制を構築します。 

 

ウ 地域支え合いマップの作成支援（介護長寿課） 

   地域住民が地域での課題を共有及び解決するために、主に高齢者世帯

や支援者等の情報を書き込む地域支え合いマップづくりを支援します。

支え合いマップの情報を見守り活動を行う町内会や民生委員等と共有す

ることで、自殺のリスクを抱えている可能性のある人の発見や働きかけ

等に活用することができます。＊施策４－キに重複掲載 

   

◎ 相談体制の充実 

エ 生活困窮者自立相談支援事業（福祉総務課） 

生活のしづらさを感じている人や経済的に困窮している人に対して、

相談を受け、就労に関する支援等、困窮から脱却するための支援を行い

ます。 

【基本施策１のねらい】 

自殺対策が最大限その効果を発揮するためには、地方公共団体、地域で活

動する関係団体、市民等が連携・協働して自殺対策を総合的に推進すること

が必要となります。 

この基本施策１では、自殺対策における関係者との連携の仕組みを構築し

ます。 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 
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オ 発達相談事業（発達相談センター） 

発達のことが気になる人やその家族・支援者からの相談に対応します。 

 

カ 障害者相談員（身体、知的）の相談（福祉総務課） 

市から委託された障害者相談員による生活や療育の相談を実施します。 

 

キ 認知症相談、認知症カフェ（介護長寿課） 

市内地区地域包括支援センター（３か所）と市内グループホーム（４

か所）で認知症に関する相談に対応します。 

また、認知症の人の居場所確保と介護に関する情報交換をする場であ

る認知症カフェ（２か所）では、認知症に関する悩みの相談にも対応し

ます。 

 

ク 人権擁護関係の相談（市民協働課） 

市民なんでも相談や女性の電話相談、弁護士無料法律相談の機会を設

けます。 

 

ケ 消費者トラブル相談（市民協働課） 

   野々市市消費生活センター消費生活相談員による消費者トラブル相談

を行います。 

 

 コ 子どもの人権ＳＯＳミニレター配布（法務局、市民協働課協力） 

小・中学校の児童生徒に「子どもの人権ＳＯＳミニレター」を配布す

ることにより、身近な人に相談できない子どもの悩みごとを把握し、学

校及び関係機関と連携を図りながら対応します。＊施策５－エに重複掲載 

 

サ 子育て支援事業利用者支援（子育て支援課） 

利用者支援専門職員を配置し、子ども及びその保護者等、または妊娠 

している人が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用で

きるよう情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うととも

に、関係機関との連絡調整等を実施します。 
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◎ ハイリスク者の発見と対応 

シ 母子保健（産後うつ予防）事業（健康推進課） 

産婦健康診査や赤ちゃん訪問時に産婦を対象として、産後うつ病に関 

する質問票を記載してもらい、ハイリスク者に対して必要に応じて関係

機関につなぐ等の対応を行います。 

 

ス 要保護児童対策事業（子育て支援課） 

教職員や児童・保護者に虐待防止等の周知を図るとともに、児童虐待

の防止と早期発見、早期対応に努めます。 

 

セ 虐待防止等協議会、各部会の開催 

（福祉総務課、介護長寿課、子育て支援課、市民協働課） 

年１回の協議会や対象別の各部会を随時開催して関係機関との連携を

行い、支援体制の整備に努めます。 

各種虐待の通報・相談窓口を設置しており、緊急時の対応ができるよ

う努めます。 

 

ソ 災害時の健康管理及び心のケア（環境安全課、健康推進課） 

災害発生時の健康管理及び心のケア対策として、保健指導、精神相談 

を実施するとともに、町内会、ボランティア等と連携しながら見守り活

動を実施します。 

 

タ 自殺未遂者支援（福祉総務課） 

自殺未遂者の再発防止に向けて、未遂者本人や親族等に対する支 

援を石川県と連携して実施します。 

 

チ 遺された人への支援（福祉総務課） 

    石川県と連携して、遺族等への相談支援を実施します。 
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目標値 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 Ｈ30（2018）年 Ｈ34（2022）年

相談関係者の連携ができた数
(連絡会等)

0 5
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〔主な取組み〕 

ア 市民カウンセラー連続講座の開催（福祉総務課） 

市民向けに傾聴技術の基礎を学ぶ講座を金沢工業大学と連携して実施し

ます。参加者：市民、または本市に勤務、通学している人 

 

イ 相談関係者への研修の実施（福祉総務課） 

地域の支援者等にゲートキーパー養成講座の開催を企画します。 

 ＊ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気付き、適切な対応を図ることので

きる人 

 

 

目標値 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 Ｈ30（2018）年 Ｈ34（2022）年

市民カウンセラー連続講座等、
関係講座の修了者数（累計）

240人 500人

【基本施策２のねらい】 

さまざまな悩みや生活上の困難を抱える人に対しての早期の「気づき」が

重要であり、「気づき」のための人材育成の方策を充実させる必要があります。 

この基本施策２では、誰もが早期の「気づき」に対応できるよう、市民カ

ウンセラー連続講座や相談関係者への研修の機会を通じて人材育成を図りま

す。 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 
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〔主な取組み〕 

ア 自殺対策キャンペーン（福祉総務課） 

９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間に合わせて、市内の街頭

や市立図書館等で自殺対策のグッズやパンフレット等を配布します。また、

市の窓口に自殺対策の普及コーナーを設置して取組みます。 

 

イ 命の大切さ・生きる希望を伝える Book キャンペーン 

（福祉総務課、市立図書館等） 

市立図書館等で、３月の自殺対策強化月間等の機会を利用し、関連の図

書を集めて貸し出すコーナーを設けて図書の利用を促進します。 

  ＊施策４－エに重複掲載 

 

ウ DV 防止の啓発活動（市民協働課） 

  DV やデート DV の防止のパンフレットを配布することや、いしかわパープ

ルリボンキャンペーン期間中における、街頭での啓発活動やパープルリボ

ンツリーの設置等の活動を行います。 

 

エ 人権に関する街頭啓発活動、啓発映画会の実施（市民協働課） 

人権意識を高めるための啓発活動として、街頭でのキャンペーンや映画

会の開催を行います。 

 

オ こころの健康教室（健康推進課） 

市民のこころの健康維持のため、「こころの健康」教室を開催し、普及啓

発を行います。  

 

 

【基本施策３のねらい】 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、危

機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、社

会全体の共通認識となるように、積極的に普及啓発を行う必要があります。 

この基本施策３では、啓発グッズの配布、自殺予防週間でのイベント開催

などの啓発事業を展開します。 

基本施策３ 住民への啓発と周知 
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目標値 

 

 参考 野々市市健康増進計画（第二次） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

睡眠による休養を十分に
取れていない者の割合

21.8% 20%
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〔主な取組み〕 

ア ひとり親家庭等の支援事業（子育て支援課） 

母子家庭・父子家庭及び寡婦の子供等の家庭状況に応じて、自立に必要 

な情報提供、相談指導等の支援を行うことにより、必要な環境整備や教育

機会の均等、親の職業支援等、自立のための総合的な支援をします。 

 

イ 親支援プログラム事業（子育て支援課） 

育児に不安を抱え自信を持てないでいる親に対して、仲間づくりの場を 

提供します。 

 

ウ ファミリーサポートセンター事業（子育て支援課） 

子育てに関する支援を受けたい人と、育児サービスに協力したい人がそ 

れぞれに会員登録して、必要な支援が受けられるように相互援助活動の調

整を行います。 

 

エ 命の大切さ・生きる希望を伝える Book キャンペーン 

（福祉総務課、市立図書館等） 

市立図書館等で、３月の自殺対策強化月間等の機会を利用し、関連の図 

書を集めて貸し出すコーナーを設けて図書の利用を促進します。 

＊施策３－イに重複掲載 

 

オ 傾聴ボランティア事業（介護長寿課） 

傾聴ボランティアが高齢者の自宅を訪問し、会話を通じて安心感を与え、

孤独感の軽減を図ります。対象者：ひとり暮らし高齢者等で希望する人 

 

カ 地域サロンの支援（介護長寿課） 

地域の公民館や集会所等で高齢者が体操や交流活動を行う地域サロンの 

【基本施策４のねらい】 

自殺対策では「生きることの阻害要因」を減らす取組みに加えて、「生きる

ことの促進要因」を増やす取組みを行うことが必要となります。 

この基本施策４では、自殺対策と関連のあるさまざまな分野の取組みを幅

広く推進します。 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援 
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立ち上げを支援します。 

 

キ 地域支え合いマップの作成支援（介護長寿課） 

地域住民が地域での課題を共有及び解決するために、主に高齢者世帯や 

支援者等の情報が書き込まれた地域支え合いマップづくりを支援します。

支え合いマップの情報を見守り活動を行う町内会や民生委員等と共有する

ことで、自殺のリスクを抱えている可能性のある人の発見や働きかけ等に

活用することができます。＊施策１－ウに重複掲載 

   

ク 地域拠点の有効活用（福祉総務課、介護長寿課） 

 集会所等の地域資源を活用して、市民が気軽に集えるコミュニティカフ 

ェや様々なサークル活動等を行う場づくりを市社会福祉協議会と共に支援 

します。 

＊地域拠点：地域に暮らす住民が住まいの近くで集える場所（集会所や農園等） 

 

 

目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

集いの場の数
（地域サロン、コミュニティカフェ等）

44か所 50か所
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〔主な取組み〕 

ア 学校における自殺予防の取組み（学校教育課） 

   各学校におけるアンケートや面談による、悩みを抱える児童生徒の早期

発見、継続的な観察、家庭への長期休業中の見守り、相談窓口の周知等、

自殺予防の取組みを推進します。 

 

イ いじめ防止対策（学校教育課） 

   学校におけるいじめ防止基本方針の点検・見直し、いじめの未然防止、

早期発見・早期対応、再発防止の組織的な取組みを推進します。 

 

ウ 教育相談事業（学校教育課） 

   児童生徒、保護者、教職員の抱える悩みや不安を受け止め、スクールカ

ウンセラー等による適切な助言、相談者の心のケアを行う体制を整備しま

す。 

 

エ 子どもの人権ＳＯＳミニレターの配布（法務局、市民協働課協力） 

  小・中学校の児童生徒に「子どもの人権ＳＯＳミニレター」を配布する

ことにより、身近な人に相談できない子どもの悩みごとを把握し、学校及

び関係機関と連携を図りながら対応します。＊施策１－コに重複掲載 

 

目標値 

  本施策については、評価指標の設定が現状では難しいため、今後、検討して

いきます。 

 

 

 

【基本施策５のねらい】 

命や暮らしの危機に直面したときの問題の整理や対処方法を、児童生徒の

段階でライフスキルとして身につけてもらうことは重要な自殺対策となりま

す。  

この基本施策５では、学校と連携して、児童生徒が意思表示できるよう支

援を行います。 

基本施策５ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する支援 
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（３）施策と目標値一覧

現状値 目標値

現状値 目標値

2 自殺対策を支える人材の育成
市民カウンセラー連続講座等、
関係講座の修了者数（累計）

240人
Ｈ30（2018）

500人
Ｈ34（2022）

3 住民への啓発と周知
睡眠による休養を十分に
取れていない者の割合

21.8％
Ｈ29（2017）

20％
Ｈ34（2022）

4 生きることの促進要因への支援
集いの場の数
地域サロン

コミュニティカフェ等

44か所
Ｈ29（2017）

50か所
Ｈ34（2022）

5 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する支援 要検討 ― ―

成果指標 評価指標
数値目標

№ 基本施策 評価指標
数値目標

自殺死亡率
30％以上減少

H27(2015)→H38（2026）
自殺死亡率（人口10万対）

16.1
H27（2015）

13.6以下
H34（2022）

1 地域におけるネットワークの強化
相談関係者の連携ができた数

（連絡会等）

0
Ｈ30（2018）

5
Ｈ34（2022）
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ネットワークの強化
ア　自殺対策協議会（福祉総務課）
イ　自殺対策庁内連絡会（福祉総務課）
ウ　地域支え合いマップの作成支援（介護長寿課）*

相談体制の充実

エ　生活困窮者自立相談支援事業（福祉総務課）
オ　発達相談事業（発達相談センター）
カ　障害者相談員（身体、知的）の相談（福祉総務課）
キ　認知症相談、認知症カフェ（介護長寿課）
ク　人権擁護関係の相談（市民協働課）
ケ　消費者トラブル相談（市民協働課）
コ　子どもの人権ＳＯＳミニレター配布（法務局、市民協働課協力）*
サ　子育て支援事業利用者支援（子育て支援課）

ハイリスク者の
発見と対応

シ　母子保健（産後うつ予防）事業（健康推進課）
ス　要保護児童対策事業（子育て支援課）
セ　虐待防止等協議会（福祉総務課、介護長寿課、子育て支援課、市民協働課）
ソ　災害時の健康管理及び心のケア（環境安全課、健康推進課）
タ　自殺未遂者支援（福祉総務課）
チ　遺された人への支援（福祉総務課）

人材育成
ア　市民カウンセラー連続講座（福祉総務課）
イ　相談関係者への研修（福祉総務課）

住民への啓発と周知

ア　自殺対策キャンペーン（福祉総務課）
イ　命の大切さ・生きる希望を伝えるＢｏｏｋキャンペーン（福祉総務課、市立図書館等）*
ウ　ＤＶ防止の啓発活動（市民協働課）
エ　人権に関する街頭啓発活動、啓発映画会（市民協働課）
オ　こころの健康教室（健康推進課）

生きることの促進要因
への支援

ア　ひとり親家庭等の支援事業（子育て支援課）
イ　親支援プログラム事業（子育て支援課）
ウ　ファミリーサポートセンター事業（子育て支援課）
エ　命の大切さ・生きる希望を伝えるＢｏｏｋキャンペーン（福祉総務課、市立図書館等）*
オ　傾聴ボランティア事業（介護長寿課）
カ　地域サロンの支援（介護長寿課）
キ　地域支え合いマップの作成支援（介護長寿課）*
ク　地域拠点の有効活用（福祉総務課、介護長寿課）

児童生徒の意思表示
の支援

ア　学校における自殺予防の取組（学校教育課）
イ　いじめ防止対策（学校教育課）
ウ　教育相談事業（学校教育課）
エ　子どもの人権ＳＯＳミニレターの配布（法務局、市民協働課協力）*

*重複掲載あり

目標 取組内容



 

 

 


